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大崎市行政改革推進委員会の運営の考え方について

令和７年８月２９日　第１回大崎市行政改革推進委員会



第２期大崎市行政改革大綱（H29-R7）

第１章　市民が主役　協働のまちづくり
第３節　市民の生活を支える行財政改革の推進第２次大崎市総合計画

安定した行政運営の仕組みを確立するため，以下に取り組むもの。
○社会情勢や市民ニーズに敵カかつ迅速に対応　
○期待される効果を最小の経費で発揮
○行政サービスや仕事のやり方を絶えず見直す

〇令和７年度～令和９年度までの３か年を行財政改革の集中的な取組期間と位置づけ
〇持続可能な行財政運営に向け，具体的な取組を明示して推進 

大崎市における行政改革の取組み

【１０年後の望ましい姿】
○市民と行政の役割分担がなされ，協働による行政運営が行われている。
○地域の資源を生かし，自主的かつ自立した地域政策が展開されている。
○健全で安定した財政運営が行われている。
○市民にわかりやすい行政組織になっている。
○地方政府として，効率的で効果的な施策が展開されている。

○デジタル変革により，市民の利便性が向上している。

集中改革プラン（R5-R7）

①持続可能な財政基盤の確立
②職員の能力開発
③多様な主体との連携
④市民に対する情報提供の推進

行財政運営の改善に向けた基本方針（R7-R9）※Ｒ７.６月策定

アクション
プラン

短期対応を
補完

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

行財政改革による財政効果額

　約６８.１億円
（Ｈ２９～Ｒ５の効果額計）

〇第４次集中改革プラン（Ｈ２９～Ｒ元）２３.８億円
〇第５次集中改革プラン（Ｒ２～Ｒ４）　２８.２億円
〇第６次集中改革プラン（Ｒ５実績）　　１６.１億円
【主な取組項目】
　ふるさと納税制度の活用，遊休資産の活用，病院事業
　や水道事業の経営健全化
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人口減少を見据えた行財政運営

出典：『国勢調査2020（R2）年』　総務省

『日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）』国立社会保障・人口問題研究所

➣大崎市の人口
　○平成12年をピークに減少に転じ，令和２年では

127,330人となっている。
　○令和２年の国勢調査に基づく推計値では，人口

減少がさらに進み，総人口は令和２年と比較し
て令和12年に約88.8％，令和22年に79.5％にな
ると予測されている。

　○市税収入の減少や少子高齢化に伴う扶助費等の
負担増化が予想される。

➣生産年齢人口
　生産年齢人口と年少人口の減少が進む予測。
○生産年齢人口
　令和12年 85.8％→令和22年 73.4％
○年少人口は，
　令和12年 68.8％→令和22年 55.2％

○令和７年１月１日における日本の総人口は１憶２３５５万２千人で，前年同月に比べ５９万２千人減少してお
り，国全体が人口減少に傾いている状況。（日本人人口は1億2014万9千人（前年同月比▲90万2千人）

○令和６年４月に公表された「地方自治体「持続可能性」分析レポート（人口戦略会議）においても，県内の
　１９自治体（県内自治体の５４％）が消滅可能性自治体とされ，本市は該当しなかったが，若年人口が減少傾
向にある自治体に分類されたところ。

本市の将来的に必要な市民サービスの維持するとともに，特徴を生かした独自の事業展開に
一層注力するためには，本市の行財政を健全かつ効率的に運営することが重要

年齢３区分別人口の推移
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大崎市行政改革推進委員会の概要について

設置目的 簡素で効率的な行政運営のための方針等の策定及び推進について，市民の
提言を受けることを目的に設置（規則第１条）  

委員構成 １２人（１５人以内で組織し，市長が委嘱） 
　○各まちづくり協議会から７人（各地域より会長，または副会長職から１人）
　○外部有識者　５人　　計１２人

任期 ３年以内（委嘱の日から令和１０年３月３１日まで）

行政改革大綱・集中改革プラン

行政改革の実施

チェック
評価

内容等の見直し

行政改革推進委員会
行政改革推進本部

（市役所内）

位置づけ

情報共有

提言

報告
説明幅広い有識者，関係機関・団体等より人選

したうえで，専門的な知見を有した委員よ
り提言をいただくもの
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意見・提言をいただく主な内容（今任期中）
①行政改革大綱（集中改革プラン含む）の評価検証　　②行財政運営の改善に向けた基本方針に基づく取組み
③行財政運営の改善に関する情報発信の在り方　　④その他行財政運営の改善に関すること

①地域の代表者，あるいは関係団体の代表者，専門家として，それぞれの立場から意見・提言をいただきたい

②委員間の意見交換・討論を積極的に行っていただきたい（議事内容の絞り込みやテーマ設定の実施）
　※委員の選出区分（まちづくり協議会，商工団体，企業，学識経験者など）によって，地域状況を踏まえた意見・提言や専門

的な視点からの意見・提言，あるいは施設・サービス等の利用者（受益者）と非利用者（非受益者）など多様な視点から本
市の行財政運営に関する意見・提言をとりまとめることを目的としています。

③委員会での質疑事項は，事前に提出いただき回答のとりまとめを行い，意見交換や討論の時間に比重を置か
せていただきたい

運営の考え方について

委員会における主な協議事項

人口減少を見据えた行財政の健全かつ効率的な運営視点

委員会運営の基本方針

委員会の内容については，各所属の団体や関係者の皆さんへ周知と意見聴取に協力いただき，以降
の委員会における意見交換や討論に反映していただきたい。
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令和７年度
会議開催スケジュール(案)

開催時期 議事内容（予定）

第１回 8月29日
・委嘱状交付，委員長・副委員長の互選

・委員会運営の考え方について

・行財政運営の改革に向けた基本方針等について 

（大崎市行政診断及び改善策実行支援業務の取組について）

第２回 11月頃
・事務事業評価に基づく事業検証の結果について

・第６次集中改革プランの取組実績について

・行財政運営の改革に関する取組事項等の進捗について

第３回 ２月頃
・行財政運営の改革に関する取組事項等の進捗について

・次期行政改革大綱策定の取り組みについて

・その他行財政改革の取り組み等について
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行財政運営の改革に向けた基本方針について

○現在の行政改革大綱は，平成２９年度に策定され，第４次～第６次の集中改革プラン

　に基づきながら，毎年度，行財政改革による一般財源の削減に効果を出し，市民

　サービスの向上と効率的かつ効果的な行政運営に取組んできました。

○しかし，平成２８年度以降の当初予算編成においては，歳出予算額における一般財源

　の措置は４００億円以上が常態化し，一般財源を確保するため，財政調整基金からの

　繰入れに依存している状況です。

    ※一般財源の措置額：１０年前より２５億円ほどの増（R７年度当初予算比較）

     ※財政調整基金の残高：令和７年度の当初予算ベースで，２１.２億円まで減少

　　　　　　　  　　　　　 毎年度１０億円前後の取崩しを実施

○そのため，令和７年度から令和９年度の３か年を行財政改革の集中的な取組期間と

　位置づけ，財政健全化に資する各種施策を進めていくこととしました。 

目 的
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　・本市の人口及び生産年齢人口は，平成１２年以降減少に推移しています

     【一般人口】　　        ：139,313人 　　        ：105,737人(推計)（比較 △33,576人）

     【生産年齢人口】　　  　： 89,097人　　　 　　　： 54,822人(推計)（比較 △34,275人）

        　　　 市税収入の減少，少子高齢化に伴う扶助費等の負担増　　　
　

  ・必ず支払う必要がある「義務的経費」や公共施設運営費等の「経常的経費」が増加しています

　　　【人件費】 　　　　：79.9億円　　　　　　 ： 99.5億円（　　 ＋19.6億円）

　　　【扶助費】 　　　　：98.4億円　　　　　　 ：138.3億円（　　 ＋39.9億円）

　　　【公債費】 　　　　：70.0億円　　　　　　 ： 94.4億円（　　 ＋24.4億円） 

　　　【物件費】 　　　　：79.4億円　　　　　　 ： 84.4億円（　　  ＋5.0億円）

　　　【繰出金】　　　　 ：80.6億円　　　　　　 ： 81.6億円（　　  ＋1.0億円）※他会計への繰出金

　　　【負担金】　　　　 ：39.8億円　　　　　　 ： 46.2億円（　　  ＋6.4億円）※大崎広域への負担金

                  災害等の緊急事態が発生した際に備えておくべき対応経費を基金に積むことができない状況　

行財政運営の改善が必要な本市の状況

要因 １　人口減少

影響

要因 ２　財政事情

※総務省資料「日本の地域別将来推計人口」基づくもの 

影響

平成
２７
年度

令和
７

年度

平成
１２
年

令和
２７
年

７



　

　

        　　　　
　

  

                   　

今後の取組目標と方向性

短期的な目標
（令和７～９年度の３年間での達成）

中長期的な目標
（できるだけ早期の達成）

財政調整基金からの取崩しに

依存しない予算編成が必要

　歳出予算の一般財源投下額の適正規模を

　　　　３９０億円 に設定

　　　　　　　　　　　

　　令和７年度当初予算：４２１.７億円との比較

　　　△３１.７億円　　　 これだけ減らす！

目標額

事業の縮小，廃止等により，新たな

財源を生み出し，積立資金として確保

　　　　　　財政調整基金の積立額を

　　　　　５０億円 に設定

　　　　　　　　　　　

　令和７年度当初予算編成時：２１.２億円との比較

　　＋２８.８億円　　　　積み立てる財源として

　　　　　　　　　　　　　　 確保が必要！

目標額
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主な取組内容

　　　　
(1)投資的経費の調整
   ①新規事業の圧縮：令和７年度から令和９年度における新規の調査・

                     設計費用をゼロベース化

　 ②継続事業の調整：国県等補助金充当後の支出総額を平準化

   ③地方債の抑制  ：交付税措置のない地方債充当事業の廃止，見送り

(2)公共施設等総合管理計画の推進
   ①行政財産の普通財産化：重点施設（地域）の指定

   ②遊休財産の処分迅速化：除却の推進 ，売却・貸付の促進 

　 ③現有財産の効率的運用：地域や所管を超えた集約化や複合化，転用の促進

(3)事務事業の効率化
　 ①行政ＤＸの推進      ：導入効果の可視化 

　 ②人的資源の適正配置  ：研修制度の充実，会計年度任用職員の効率的配置 

   ③事務事業の評価・検証：財政効果に着目して事業を選定

　 ④優先度の明確化      ：施策の優先度を全庁的に計る仕組を検討 

(4)繰出金・負担金の精査　

   ①特別会計繰出金，大崎地域広域行政事務組合負担金 (※公営企業は，個別協議）

(5)ふるさと納税（個人，企業含む）の推進
　 ①返礼品等経費（歳出）と寄附金（歳入）充当額の予算計上方法を整理

(6)戦略的な予算編成手法の導入
   ①本基本方針を踏まえた予算編成方針の策定

・若者層から高齢層まで

　幅広く

・様々な団体　等

　　　多様な市民との繋がり

相互に共有

市民理解の

醸成へ繋げる

適時・適切な

情報交換及び意見交換

市役所側の

丁寧な説明が必要

９



行政診断及び
改善策実行
支援業務

目
的
：
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
た
行
財
政
運
営
の
改
善

令和７年度 令和８年度 令和９年度

行政改革大綱
集中改革プラン

公共施設
マネジメント

行革大綱：Ｈ29～Ｒ7
第6次プランR5～R7

【行政診断】
●行財政運営の分析及び考察，
　課題の抽出，改善策の検討，
　取組の提案 等
【公共施設】
●公共施設の適正配置，受益
　者負担の適正化 等

提案内容に基づく具体的取組への支援 (財政効果・改善目標額設定)

【R8～R9取組】
　R7取組に基づく伴走支援

公共施設等総合管理計画
個別計画及び施設類型毎検討

（※行政診断の提案踏まえ）
現行計画の見直し 改訂版運用

公共施設等総合管理計画（H29～R8）

次期行政改革大綱策定へ向けた
取組み検証 次期行政改革大綱

提言，助言等

●取組による改善策の検討結果
　等を次期大綱へ反映

●改善策実行の進捗状況により調整。

　※現行計画期間の調整を含む検討

連 携

行財政運営の改革
基本方針

●基本方針で定めた取組内容に基づき，実施
　(1)投資的経費の調整　(2)公共施設等総合管理計画の促進　(3)事務事業の効率化
　(4)繰出金･負担金の精査　(5)ふるさと納税の推進　(6)戦略的な予算編成手法の導入

第2次大崎市総合計画（R4～R8）

　定員管理計画（R7～R9）

第3次大崎市総合計画（R9～R13）
関連
計画等

〈参考〉

行政改革

推進委員会

●所掌事項：①行政改革大綱（集中改革プラン含む）の評価検証　
　　　　　　②行財政運営の改善に向けた基本方針に基づく取組み
　　　　　　③本市行財政運営の改善に関する情報発信の在り方
　　　　　　④その他行財政運営の改善に関すること

事務事業評価
●毎年度，実績に基づく事務事業評価を行い，その評価に対して「事業の継続，統合，廃止等」の

　見直しに係る検証作業を実施

主な取組み

実行

結果
反映

※大綱策定の有無を含めた行政改革の在り方検討

１０

主な行政改革の推進に取組み（Ｒ７～Ｒ９）



行政診断及び改善策実行支援業務（R7～R9）の概要
１　目的
　「行財政運営の改革に向けた基本方針」に基づく持続可能な行財政運営の確立に向けて，本市の財政状況，行政運営の現状及

び諸課題を客観的に分析，診断するとともに，改善に向けた具体の取組を明確化し，実行性を担保するための基盤を構築する。

【行財政運営状況の改善】　　【公共施設における配置と受益者負担の適正化】

（１）分析及び考察
①本市の行財政運営の特性や特殊性
②予算・決算の推移及び財政状況の悪化の要因
③行政改革大綱に基づく集中改革プランの取組

（１）分析及び考察（類似団体等の他市と比較を含む）
①公共施設等の保有状況及び管理運営の費用及び人的資源
②施設の再配置及び長寿命化に関する取組の現状評価

公
共
施
設
の
配
置
と
受

益
者
負
担
の
適
正
化

行
財
政
運
営
の
改
善

（３）課題の改善に向けた取組の提案
①事務事業の計画的執行と，評価及び優先度の判定手法，改廃などの意思決定プロセス
②人的資源の最適化と，効果的な組織体制（ＤＸの効果的活用を含む）
③歳出削減と歳入確保に繋がる具体的な取組

（２）課題の抽出と改善策の検討
①行財政運営の課題を抽出し，改善に向けた方向性の考察
②次期行政改革大綱に反映すべき点を取りまとめ

（２）適正配置と受益者負担の適正化の提案
①適正配置に関する基本的な方向性（継続，統合化，複合化，廃止）
②受益者負担(減免措置の在り方を含む)に関する考え方及び算定基準

（３）遊休資産の有効活用の提案
　遊休資産の売却及び貸付を迅速かつ公正に行うための手法の提案

①市民への情報発信と意見聴取

②取組状況の検証及び促進策の
提案

③次期行政改革大綱及び集中改
革プラン策定に関する助言

２　実施内容

行政診断等業務（Ｒ７） 改善策実行伴走支援業務（Ｒ８－９）

①公共施設の適正配置と受益
者負担の適正化，及び遊休
資産の有効活用に向けた取
組を支援すること。

②公共施設マネジメントの推
進支援

　→公共施設等総合管理計画
（個別施設計画）の見直
しへの流れを構築 １１


